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　農環研では東京電力福島第一原発事故以降、農林

水産省の委託を受け、福島県とその周辺県における

「農地土壌の放射性物質濃度分布図」を作成してきま

した（農環研ニュースNo.93参照）。平成25年度につ

いても福島県の約340地点の農地土壌において放射

性セシウム濃度を測定し、その結果を取りまとめまし

た。また、前回調査（平成24年度）と同一地点における

放射性セシウム濃度を比較した結果、土壌中の放射

性セシウム濃度は、例えば、避難指示区域外の水田で

17%、避難指示区域外の畑で20%減少していることが

わかりました（この期間の物理的減衰による放射性セ

シウム濃度の減少率は11%）。これらの減少率と、前回

の調査における農地土壌の放射性物質濃度を乗じる

ことで、今回の調査地点以外の農地土壌の放射性セ

シウム濃度を推計して、平成25年11月における「農地

土壌の放射性物質濃度分布図」を作成しました。

　以上の内容は、平成26年10月に農林水産省より公

表されています（http://www.s.affrc.go.jp/docs/

press/141017.htm）。この「農地土壌の放射性物質

濃度分布図」は、福島県全体ばかりでなく市町村別の

地図もありますので、農地の除染や現場での栽培管

理対策へも活用いただけるものと期待しています。な

お、今後も引き続き、農地土壌の放射性セシウム濃度

の推移を把握するための調査を進めていきます。

（農業環境インベントリーセンター　神山 和則）

第20回世界土壌科学会議　日本巡検にて（栃木県日光市）

福島県の農地土壌の放射性物質濃度分布図
(平成25年度11月19日に値に補正）
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「国際土壌年」がはじまりました

研究コーディネータ　　八木 一行

研究トピックス研究トピックス

　（独）農業環境技術研究所は、全国各地の農耕地で

収集された、土壌由来のeDNA（培養せずに土壌から

直接得たDNA）情報を、土壌の物理・化学性や作物栽

培管理情報とともに収納する「農耕地eDNAデータ

ベース」（eDDASs、eDNA Database for Agricultural 

Soilsの略）を作成し、公開しました。この成果は、土壌

の生物性と作物生産や病害発生との関係の解析に役

立ちます。

　なお、この研究は、農林水産省委託プロジェクト「土

壌微生物相の解明による土壌生物性の解析技術の開

発」（eDNAプロジェクト）による成果です。

　

土壌生物性の解析技術の開発

　高品質な食料を安定して生産するためには、地力

の確保や連作障害などの克服が重要です。そのため

には、土壌の理化学性（物理性、化学性）や生物性を

適切に把握する必要があります。物理性、化学性につ

いては、これまで多くの知見が得られており、土壌診断

の項目に取り入れられています。けれども、生物性に

ついては、土壌中の微生物が土壌病害の発生や有機

質肥料からの養分供給に重要な役割をはたしている

にもかかわらず、評価法

が確立されていませんで

した。これは、土壌に生息

する細菌、糸状菌（カビ）、

線虫などを調べるには熟

練が必要で、これらを同

時に評価することが難し

かったためです。

　こうした問題を解決す

るために、近年著しく発

農業環境インベントリーセンター長　對馬 誠也

展しているDNA解析技術を用い、土壌から直接抽出

したDNA(eDNA)を調べる、新しい土壌生物性の評価

手法を開発しました（農環研ニュースNo.81参照）。こ

の方法は、土壌微生物の専門家でなくても、細菌・糸

状菌・線虫を同時に評価できるだけでなく、従来の調

査方法では調べられなかった膨大な数の「培養不可

能な微生物」を含む、土壌の全微生物を評価できます。

農耕地eDNAデータベース（eDDASs）

　けれども、eDNA情報の収集には時間と労力がかか

るため、研究者一人ではデータの収集に限界がありま

す。そこで、多くの研究者が持つ農耕地eDNA情報を

共有するため、農耕地eDNAデータベース（eDDASs：

イーダス）を作成し、公開しました。eDDASsの特徴は

次のとおりです。

1. 土壌サンプルごとに収納される情報は、eDNA解析

　情報(細菌、糸状菌、線虫)のほか、土壌理化学性（土

　壌群名、土性、pHなど）、作物栽培様式（作物名、肥

　培管理、農薬施用量など）、登録者、採取場所など最

　大60項目。

2. ユーザー登録をすることで、すべての情報を利用で

　き、新たな情報の登録も可能。

中程度」だったのは

44％、「改善されて

いる」土壌は10％

に過ぎなかったと

する調査報告書を

発表しています。

　このような「土壌

の危機」を背景とし

て、2013年12月に

開催された国連総

会において、2015年を国際土壌年とする決議文が採

択されました。同時に、12月5日を世界土壌デーとす

ることも定められました。すでに、昨年（2014年）12月

5日に、ニューヨークの国連本部、ローマのFAO本部、

およびタイのバンコクで国際土壌年の開始式典が開

催され、今後、一年間を通して、わが国を含む世界の

各地で、土壌を保全するためのさまざまな取り組みが

行われる予定です。

　私が子供の頃、科学が切り開く夢の世紀として21

世紀を待ち遠しく思ったものです。その21世紀も、早

いもので、すでに15回目のお正月を迎えました。確か

に、科学技術により便利な暮らしは手に入るようにな

りました。しかし、人類の行く末を考えると、地球全体

の食料と環境に関する問題はますます深刻になるば

かりです。そして、今世紀を通して人類が解決しなけ

ればならない、この2つの大きな問題の根底には、とも

に土壌の危機があります。願わくは、100年後の我々

の子孫が肯定的に評価できるような2015年の取り組

みができればと思います。

しい年がはじまりました。今年、2015年は、

「国際土壌年」です。

　地球上の陸地のほとんどを覆う土壌は、岩石が風

化して生成した無機鉱物と、生物が作り出した有機物

の複合体です。そこでは土壌粒子どうしの適度な間隙

を通して水と空気の交換が行われ、極めて多くの動物

や微生物に活動の場を提供するとともに、植物の生育

に不可欠な役割を果たしています。土壌は、これらの

機能を通して、地球上の水と養分元素の循環を司って

います。さらに人類にとっては、農業による食料生産を

支え、その結果、文明を育むことを可能にしています。

まさに、土壌は農業と生態系の基盤であり、われわれ

の社会と環境を支える要です。

　さて、食料を生産する場である土壌は、多くの場合、

地表近くの有機物と養分に富む層に限られており、そ

の厚さは、地球上の陸地全体で平均すると約18cmし

かないと言われています。この肥沃な土壌が1cm蓄

積されるのには、数百年以上という極めて長い年月が

必要です。しかし、人類はその文明の曙から、略奪的

で破壊的な農業活動により、この貴重な土壌に大きな

圧力を与え続けてきました。古代からのさまざまな文

明がそうであったように、土壌の崩壊が文明の崩壊で

あったことを世界の歴史が教えています。そして、この

ことは、人口が爆発的に増える現代にも、そのまま当

てはまります。現在も、世界のいたるところで、侵食、塩

類化、酸性化、有害物質による汚染などによって、肥沃

な土壌が、その生成速度をはるかに超えるスピードで

失われています。国連食糧農業機関（FAO）は、世界の

土壌の25％が「著しく劣化」しており、「劣化の程度が

新

つかさど

かなめ

あけぼの

ちりょく

プロジェクトの成果をまとめたマニュアル

データベース トップページ
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3. eDNA情報として、PCR-DGGE（変性剤濃度勾配ゲ

　ル電気泳動）法によるDNAバンドの生データ、パ

　ターンを標準化したデジタル画像、多様性指数、バ

　ンドの数を利用できる（図1）

4. 各地で収集された農耕地eDNA情報を相互に比較

　できるよう、標準化された解析方法「土壌eDNA解析

　マニュアル（細菌・糸状菌相、線虫相）」を公開し、こ

　のマニュアルに従ったeDNA情報のみが登録される

　（解析マニュアルはデータベースの解説ページから

　ダウンロード可能）。

　eDDASsには、現在までに、eDNAプロジェクトやそ

の他の研究で収集された全国26県、約3,000件の土

壌サンプルの情報が格納されています。

どのような研究に役立っているか

　eDNAプロジェクトでは、作物生産・病害発生と土壌

の生物性との関係の解析も行われました。eDDASsに

は、これらの解析に用いられたデータが多数収納され

ています。たとえば、（独）農研機構北海道農業研究セ

ンターの研究では、30年間トマト褐色根腐病が未発

生だった畑と毎年発病が見られた畑の生物性を比較

して、未発生の畑に特異的な2本のDNAバンドを検出

しました。これらのバンドに相当する2種の糸状菌を

分離したところ、いずれも病原菌に対する拮抗能を

持っている拮抗菌であることがわかりました。これらの

拮抗菌の存在が病気の未発生とどのように関係して

いるのか、今後の研究が待たれますが、こうした成果

は、拮抗菌の活用や病気の出ない土壌の診断などに

役立つと期待されています。また、別の研究では、堆肥

を施用した畑と化学肥料を施用した畑では、土壌微

生物に及ぼす影響が異なることも明らかになって

います。

　さらに、全国4か所で収集されたデータを用いて、地

域性、各種土壌要因、栽培要因などが細菌、糸状菌、

線虫の多様性に及ぼす影響を調べたところ、栽培条

件よりも地域性の影響が大きいことが示されました。

　このような研究は研究者一人のデータではできま

せん。eDDASsに収納されている情報を用いたからで

きたことになります。土壌微生物の研究に関わる多く

の人が、eDDASsの利用によりeDNA情報を共有するこ

とで、土壌の生物性と作物生産性との関連性の解明

が大いに進むことと期待しています。

　土壌伝染性の病害（土壌病害）は、作物の栽培中に

いったん発生すると、その後の防除が難しく、被害が

大きくなることが知られています。このため、通常は栽

培の前に土壌くん蒸消毒などの一斉防除が行なわれ

ています。けれども、栽培前に土壌病害が起きやすい

かどうかを「診断」・「評価」できれば、必要に応じた「対

策」を講じることが可能になり、過剰な防除を回避で

きるようになります。こうした考えは、私たちが健康診

断を受けて健康維持のために対策を取るのと同じで

あることから、「人の健康診断の概念に基づく土壌病

害管理」を意味する英語表記（Health checkup based 

Soil-borne Disease Management）の頭文字を取って、

HeSoDiM（ヘソディム）と名付け、この考えに基づく土

壌管理技術の確立に取り組みました。

ヘソディムの特徴

　ヒトの健康診断では、血液検査などの診断項目ごと

に基準値が設けられていますが、検査結果をもとに、

その人が「いつ」、「どの程度」の病気になるかを予測

できるものではありません。その代わりに、基準値を

オーバーした項目を改善するための対策を講じること

で、病気を予防します。ヘソディムは、こうした予防原

則に基づいて土壌病害の管理をしようとするもので、

予防的IPM（Integrated Pest Management：総合的病

害虫管理）の一種であるともいえます。

ヘソディムの概要

　ヘソディムは、「診断」「評価」「対策」の3つの要素で

構成されています（図1）。「診断」では、病害ごとに前

作の発病度、病原菌の検出、土壌の生物性（PCR-DGGE

法による評価など）や土壌の理化学性、土壌の発病し

やすさの検定（DRC診断：対象土壌を用いたポット試

験）などから、その病害に適した診断項目を選び、診

断項目ごとに基準を設定、診断票を作成します。

　「評価」では、診断票に記入された結果と栽培管理

などの聞き取りを踏まえて、総合的な土壌病害の発生

しやすさ（病害発生ポテンシャル）を原則3段階で評

価します（ポテンシャルが低い場合：レベル1、中程度

の場合：レベル2、高い場合：レベル3など）。

　「対策」では、指導者は対象病害ごとに防除技術を

リスト化して、生産者と一緒に適切な防除方法を検討

します。例えば、レベル1では、土づくりによる発病抑止

土壌の活用、レベル2では生物農薬や病害抵抗性品

種の利用により土壌くん蒸処理は不要、レベル3では

土壌くん蒸処理を行う、などポテンシャルレベルに応

じた防除技術を複数提案します。ここでは、人の健康

土壌DNA情報を蓄積した「農耕地eDNAデータベース」

図1　PCR-DGGEの生データ（左）とデジタル画像情報（右）
（左）該当する生データは赤い番号で示されている
（右）デジタル画像の横に3種の多様性指数が表示される
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生物生態機能研究領域　吉田 重信

図１　ヘソディムの概念図
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診断で「医者」と「患者」が面談して食生活の改善や運

動、投薬などの対処方針を決めるように、「指導者」と

「生産者」が評価結果に基づいてお互い納得した上で

対処方針の決定を行うことが大切です。

　このようにして、診断に基づく防除を毎年繰り返し

ながら、各要素（診断項目や基準、評価方法やレベル

ごとの防除技術など）を病害ごとに最適化していくこ

とで、その病害に応じた適切なヘソディムが構築され、

病害発生ポテンシャルにふさわしい対策が行えるよう

になります。その結果、効果が期待できない「ムリ」な

対策を避け、コストの「ムダ」がない効率的な土壌病

害管理が可能になります。従来は防除効果が低く活用

が難しかった技術も、発病ポテンシャルのレベルに

よっては、有効に活用出来る可能性もあります。

ヘソディム指導者向けマニュアル

　（独）農業環境技術研究所では、ヘソディムに基づく

適切な土壌病害管理の実現を図るために、平成23年

度から複数の県の農業試験研究機関と共同で研究を

進め、その成果を指導者向けのマニュアル（図2）とし

て取りまとめました。マニュアルのPDFファイルが農業

環境技術研究所のウェブサイト（http://www.niaes.

affrc.go.jp/techdoc/hesodim/）から自由にダウン

ロードできます。

　マニュアルは、ヘソディムの概要と病害ごとの適用

事例（個別のマニュアル）の2章で構成されています。

概要では、ヘソディムの考え

方や流れ、診断項目の説明、

評価方法、対策リスト作成

のポイントなどが紹介され

ています（図3）。個別のマ

ニュアルでは、ヘソディム

に基づいて各県で開発

されたトマト青枯病、

ショウガ根茎腐敗病、レ

タス根腐病、ダイズ茎疫病、アブラナ科野菜根こぶ病、

ブロッコリー根こぶ病およびキャベツ根こぶ病の病害

管理技術が盛り込まれています。一部の病害に対して

は、実際の生産ほ場において、マニュアルに基づく病

害管理の有効性がすでに実証されています。

　今後、このマニュアルを多くの研究者や指導員に利

用してもらい、他の病害や作物でもヘソディムに基づ

く病害管理技術が開発されることを期待しています。

さらには、ヘソディムが広く普及することで、持続的な

農業生産につながる土壌管理の推進に役立つと期待

しています。

　テレビや新聞で「水資源の枯渇」や「自然生態

系の破壊」といった環境問題が話題になった時、

見たことも行ったこともない場所について文字や

言葉で説明されて、ピンとこなかったことはありま

せんか？「干上がった湖」や「伐採された木材」の

写真を見れば分かったような気になりますが、問

題の起こっている場所を地図と重ねてイメージす

ることは、専門家でもない限り難しいでしょう。そこ

で、（独）農業環境技術研究所は、過去14年以上に

およぶ衛星画像を加工してインターネット地図

サービス上で見られるようにした「“世界の農業環

境”閲覧システム」(GAEN-View)を構築して公開し

ました。GAEN-Viewを使えば、世界の自然災害や農業

環境変化を誰でも簡単に見て確かめることができます

（図1、http://gaenview.dc.affrc.go.jp/hp_public/html/

農環研トップページからもリンクしています）。

高頻度観測衛星センサ（MODIS/Terra, Aqua）

　GAEN-Viewで公開している衛星画像は、米国NASA

の運用する光学式の地球観測衛星センサ（MODIS 

/Terra, Aqua）によって撮影されたものです。NASAは、

地球全体をほぼ毎日観測するこの衛星画像から雲の

影響を排除した8日間ごとの画像を合成して提供して

います。GAEN-Viewの画像は、それをWebメルカトル

図法に変換したものです。MODISの空間解像度は最

大250mと粗いですが、高頻度に観測しているため、

地球の季節変化を調べるのに適しています。2000年

以降、現在まで観測を継続しており、データを無料で

入手できます。また、MODISは、人間の目では見ること

のできない「近赤外域」と「短波長赤外域」の光を観測

することができます。これを「赤色域」の画像と組み合

わせて「ナチュラルカラー画像」を作成することにより、

地球の表面状態を詳しく調べることができます。GAE-

健康診断に基づく病害管理「ヘソディム」のマニュアル
研究トピックス
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図１　“世界の農業環境”閲覧システム（GAEN-View）のトップページ

図2　ヘソディムマニュアルの表紙

図3　ヘソディムマニュアルから
　　 （診断実施のイメージ）

NViewで公開する画像もこの「ナチュラルカラー画像」

で、植生は緑、砂漠・裸地はピンク、雪氷は水色、海や

水域は黒～紺に表示されています。

干上がるアラル海・オルーミーイェ湖
その背景に農業が・・・

　カザフスタン・ウズベキスタンにまたがるアラル海

は、「20世紀最大の環境破壊」として有名です。昨年

10月に東アラル海が消滅したことは、世界的なニュー

スとして報道されました。東アラル海に注ぎ込むはず

のアムダリヤ川の水を綿花や水稲などの灌漑用水と

して使ってしまったことが、東アラル海消滅の原因と

いわれています。テレビや新聞では干上がった東アラ

ル海を拡大した衛星画像が紹介されましたが、

GAEN-Viewではもっと広い範囲を確認することがで

きます。砂漠（ピンク）に囲まれた灌漑農地（緑）が、ウ

ズベキスタン・トルクメニスタン国境に沿うように広

がっていることが分かります（図2）。同じような問題は

イランのオルーミーイェ湖でも起こっており、農地の

拡大やダム建設が原因として挙げられています。

GAEN-Viewでの大雑把な計測によると、2000年時の

概要では、ヘソディムの考え

方や流れ、診断項目の説明、

評価方法、対策リスト作成

のポイントなどが紹介され

ています（図3）。個別のマ

ニュアルでは、ヘソディム

に基づいて各県で開発

されたトマト青枯病、

図2　ヘソディムマニュアルの表紙
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健康診断に基づく病害管理「ヘソディム」のマニュアル
研究トピックス

百聞は一見にしかず！ 人工衛星から見た世界の農業と環境
生態系計測研究領域　坂本 利弘

図１　“世界の農業環境”閲覧システム（GAEN-View）のトップページ

図2　ヘソディムマニュアルの表紙

図3　ヘソディムマニュアルから
　　 （診断実施のイメージ）

NViewで公開する画像もこの「ナチュラルカラー画像」

で、植生は緑、砂漠・裸地はピンク、雪氷は水色、海や

水域は黒～紺に表示されています。

干上がるアラル海・オルーミーイェ湖
その背景に農業が・・・
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図１　“世界の農業環境”閲覧システム（GAEN-View）のトップページ
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東アラル海は、約180km（南北）×約85km（東西）に

広がっていました。わずか14年間で琵琶湖（670km2）

20個分以上の面積の水域が無くなってしまったこと

になります。農業に起因する水資源の枯渇は、宇宙か

ら確認できるほど大きな問題になっているのです。

ブラジルで拡大する大豆畑　

　ブラジルは、世界最大の大豆輸出国です。ブラジル

中西部に平がる熱帯サバンナのセラード地域は、か

つては農業に適さない土地と考えられて

いましたが、1977年に始まる日本の技術

協力・資金援助をきっかけに大豆の一大

生産拠点へと変貌しました。統計情報か

らは、ブラジルの大豆生産量が2000年の

3950万トンから2013年の8750万トンへ

と倍近くに増えたことが分かりますが、数

字だけでは環境変化の実態をイメージす

ることは難しいでしょう。GAEN-Viewで

2000年と2014年の衛星画像を比較してみると、その

変化は一目瞭然です（図3）。赤枠で囲まれた地域では、

かつては自然植生で覆われていた場所（緑）が次々に

耕されていき、農地（土壌の表面が見えているためピ

ンク）へと変わっていることがよくわかります。日本の

輸入する大豆の約23.5%は、ブラジルで生産されたも

のです。安価な輸入農産物で支えられている日本の食

卓は、地球の裏側で進行中の環境劣化と関係がある

のです。

人口問題は食料問題
本当にこのままでやっていけるのか？

　世界の人口は爆発的な増加を続けており、国連の

推計によると2014年に世界人口は72億人になった

そうです。リニア新幹線の大阪-東京間の全面開通が

予定されている2045年には、93億人（中位推計）にま

で膨れ上がると予想されており、今後30年で21億人

分の食料を新たに増産しなければなりません。「水資

源の枯渇」や「自然生態系の破壊」といった環境問題

は、農業生産活動と深い関係があり、海外では食料増

産にともなう環境負荷・自然生態系の改変はこれまで

以上に深刻なものになると考えられています。カロ

リーベースで61%の食料を海外に依存する日本に

とっても無関心ではいられなくなる時代がやってくる

かもしれません。GAEN-Viewを使った衛星画像の閲

覧をきっかけに、変わりゆく世界の農業と環境に興味

を持っていただければ幸いです。

百聞は一見にしかず！ 人工衛星から見た世界の農業と環境

2000年に自然植生であった部分（緑）が、20145年には
開拓されて農地（ピンク）に変わっている。

図2　中央アジアにおけるアラル海とオルーミーイェ湖の縮小

図3　ブラジル・マットグロッソ州の農地拡大

NIAES トピックス
報  告

　私たちを取り巻く自然は、人間生活に様々な恩恵を
もたらしています。しかし、経済活動が発展するにつれ
て、環境保全を考慮しない土地の改変が大幅に進み、
様々な種の絶滅など、目に見える形で負の影響が現
れてきました。そのため、自然の恩恵とそれを支える
生物多様性の保全が強く認識されるようになり、外来
生物は地域固有の生物多様性を損なうものとして、管
理の必要性が叫ばれています。環境省は侵略的外来
種リスト（仮称）の策定などでそれに応えようとしてい
ますが、外来生物の中にはイネのように生活に欠かす
ことのできないものもあります。牛の餌となる外来牧
草もそのようなものの一つです。外来牧草はイネとは
違い栽培場所から逸出しやすいため、固有の在来植
物に悪影響を及ぼすことが懸念され、リストへの掲載
が検討されています。このような二面性を持つ外来生

物については、関係者全てが正負の影響について良
く理解し、十分に納得のいく解決策を模索する必要が
あります。このシンポジウムは、そのような話し合いを
始める場として、環境省、農水省および外来牧草の研
究者など7名を招き、それぞれの立場から管理の必要
性と産業上の重要性について発表していただきまし
た。総合討論では、「外来牧草が生態系に与える具体
的な影響」、「在来植生を重点的に守るべき場所の明
確化と場所の特性に応じた外来牧草の利用」、「在来
種による代替」といった様々な観点から意見が出され、
熱心な意見交換が続きました。参加者約130名のうち
半数がアンケートに回答し、「わかりやすく、幅広い情
報が得られた」、「今後も関連したテーマでの講演会を
望む」と好意的な意見を多数いただきました。

（生物多様性研究領域長　安田 耕司）

　（独）農業環境技術研究所では、農薬など有機化学
物質に関する問題を議論するための研究会を毎年開
催しています。今年度は、10月29日に表記研究会を開
催し、独法等研究機関、都道府県公設試、大学、行政
部局、民間企業、関連団体（JA等）、一般と多岐にわた
る方面から99名の方々の参加を得ました。
　昨今、輸入食品の残留農薬基準の超過や冷凍食品
への過量な農薬の混入等の事件により、農薬による健
康危害が不安視されています。残留分析で対象となる
農薬は今日約700種類におよび、ppb（kgあたりμgオ
ーダー）レベルの超微量分析技術が要求されるととも
に、生産地における出荷前検査など、簡易・迅速な検
査技術も求められています。その一方で、分析法の妥
当性の評価、確認により信頼性の高い分析結果として

示す必要があり、分析技術の開発、改良や分析精度管
理が不可欠なものとなります。
　研究会では、農薬等有機化学物質の残留分析に関
して実践的な研究に取り組んできた7名の演者から研
究成果を紹介いただくとともに、農薬残留分析の今後
の課題と展望について議論を深めました。

（有機化学物質研究領域長　大谷　卓）

NIAES トピックス
報  告

10月25日、ベルサール神保町（東京）にて開催
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NIAES トピックス
報  告

　私たちを取り巻く自然は、人間生活に様々な恩恵を
もたらしています。しかし、経済活動が発展するにつれ
て、環境保全を考慮しない土地の改変が大幅に進み、
様々な種の絶滅など、目に見える形で負の影響が現
れてきました。そのため、自然の恩恵とそれを支える
生物多様性の保全が強く認識されるようになり、外来
生物は地域固有の生物多様性を損なうものとして、管
理の必要性が叫ばれています。環境省は侵略的外来
種リスト（仮称）の策定などでそれに応えようとしてい
ますが、外来生物の中にはイネのように生活に欠かす
ことのできないものもあります。牛の餌となる外来牧
草もそのようなものの一つです。外来牧草はイネとは
違い栽培場所から逸出しやすいため、固有の在来植
物に悪影響を及ぼすことが懸念され、リストへの掲載
が検討されています。このような二面性を持つ外来生

物については、関係者全てが正負の影響について良
く理解し、十分に納得のいく解決策を模索する必要が
あります。このシンポジウムは、そのような話し合いを
始める場として、環境省、農水省および外来牧草の研
究者など7名を招き、それぞれの立場から管理の必要
性と産業上の重要性について発表していただきまし
た。総合討論では、「外来牧草が生態系に与える具体
的な影響」、「在来植生を重点的に守るべき場所の明
確化と場所の特性に応じた外来牧草の利用」、「在来
種による代替」といった様々な観点から意見が出され、
熱心な意見交換が続きました。参加者約130名のうち
半数がアンケートに回答し、「わかりやすく、幅広い情
報が得られた」、「今後も関連したテーマでの講演会を
望む」と好意的な意見を多数いただきました。

（生物多様性研究領域長　安田 耕司）

第35回農業環境シンポジウム
外来牧草をめぐる諸問題  －侵略的！？メリットデメリット、そしてこれから－

　（独）農業環境技術研究所では、農薬など有機化学
物質に関する問題を議論するための研究会を毎年開
催しています。今年度は、10月29日に表記研究会を開
催し、独法等研究機関、都道府県公設試、大学、行政
部局、民間企業、関連団体（JA等）、一般と多岐にわた
る方面から99名の方々の参加を得ました。
　昨今、輸入食品の残留農薬基準の超過や冷凍食品
への過量な農薬の混入等の事件により、農薬による健
康危害が不安視されています。残留分析で対象となる
農薬は今日約700種類におよび、ppb（kgあたりμgオ
ーダー）レベルの超微量分析技術が要求されるととも
に、生産地における出荷前検査など、簡易・迅速な検
査技術も求められています。その一方で、分析法の妥
当性の評価、確認により信頼性の高い分析結果として

示す必要があり、分析技術の開発、改良や分析精度管
理が不可欠なものとなります。
　研究会では、農薬等有機化学物質の残留分析に関
して実践的な研究に取り組んできた7名の演者から研
究成果を紹介いただくとともに、農薬残留分析の今後
の課題と展望について議論を深めました。

（有機化学物質研究領域長　大谷　卓）

第14回有機化学物質研究会
農薬残留分析の現状と展望  －分析しなけりゃ始まらない－

NIAES トピックス
報  告

報が得られた」、「今後も関連したテーマでの講演会を
望む」と好意的な意見を多数いただきました。

NIAES トピックスNIAES トピックス

10月25日、ベルサール神保町（東京）にて開催
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　「つくば科学フェスティバル」は、小中学生が
楽しみながら科学の楽しさや大切さを学ぶイ
ベントとして、つくば市などが毎年開催していま
す。会場のつくばカピオ（つくば市）では、市内の
研究機関や小中学校・高校・大学などが科学実
験や体験・展示などのさまざまな企画を出展し
ています。今年は、11月8日（土曜日）、9日（日曜
日）に開催され、2日間で17,500人あまりの来
場者がありました。
　農環研は、2015年が「国際土壌年」にあたる
ことから「土の不思議」というテーマで、土壌モノリス

（土壌標本）を展示したり、土壌小
動物の観察コーナーを設けた
りしました。また、ブース内で
実施した「光る泥だんご作
り」を通じ、子どもたちに、土
の色や性質が様々であるこ
とを学んでもらいました。

（広報情報室）

　「アグリビジネス創出フェア」は、農林水産・食品分
野の研究成果を広く社会に普及させるため、研究機関
と他の研究機関・民間企業との連携を促す場として、
農林水産省が毎年開催しているものです。 今年は、11
月12日（水曜日）から3日間、東京都江東区の東京ビッ
グサイトにおいて開催され、147機関からの出展、
32,069人の参加者（主催者発表）がありました。

　（独）農業環境技術研究所は、このフェアの後援団
体として出展し、実物展示や説明パネルにより「世界
のコメとコムギの豊凶を収穫3ヶ月前に予測する技
術」、「カドミウムをほとんど吸収しないイネ品種（コシ
ヒカリ環1号）」、「微粉末活性炭タブレット」などを紹
介しました。

（連携推進室長　大倉 利明）
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　「環境研究シンポジウム」は、「環境研究機関連絡
会」が毎年開催しているもので、12回目となる今年は、
「気候変動と科学技術－考えよう地球の未来！－」をテ
ーマに、11月18日（火曜日）、一橋大学（東京都千代田
区）で、14の講演と100題に及ぶポスター展示を行な
いました。（独）農業環境技術研究所は、連絡会の参加
団体として、八木一行研究コーディネータの講演「気
候変動と21世紀の農業・食料生産技術」を行い、最近
の研究成果8題のポスターを展示し、紹介しました。
　このシンポジウムでは、気候変動に対して最先端の
科学技術がどのようなアプローチを行っているかにつ
いて、多くの研究機関による幅広い話題を提供するこ
とができました。参加した403人の方々にとって「地球

の未来」を考えるきっかけになれば幸いです。
　なお、「環境研究機関連絡会」は、環境研究に携わ
る国立、独立行政法人および国立大学法人の研究機
関が情報交換し、環境研究の連携を緊密にするため、
平成13年に作られ、13研究機関が参加しています。

参加機関：（独）防災科学技術研究所、（独）物質・材料研究
機構、（独）農業環境技術研究所、（独）森林総合研究所、
（独）水産総合研究センター、（独）産業技術総合研究所、国
土交通省 気象庁気象研究所、国土交通省 国土技術政策総
合研究所、（独）建築研究所、（独）港湾空港技術研究所、
（独）土木研究所、（独）国立環境研究所、国立大学法人 筑
波大学

（連携推進室長　大倉 利明）

第12回環境研究シンポジウム
気候変動と科学技術  －考えよう地球の未来！－

　11月19日に、つくば国際会議場で、第28回気象環
境研究会「生態系の微量ガス交換と大気浄化機能」を
開催し、大学や研究機関などから約60名に参加いた
だきました。研究会では、はじめに、東京農工大学の松
田和秀先生から、大気成分の沈着・吸収（大気中の気
体成分や粒子状物質が植物や土壌に付着または吸収
される現象）について総括的な講演をいただき、続い
て、生態系でのさまざまなガスの交換に関する話題
（水銀や農薬の広域移動と沈着、植物による微量ガス
の吸収、土壌によるメタンの吸収、および微量ガスの
沈着・吸収現象の統一的な理解）について、それぞれ
の専門家から発表していただきました。これら多岐に
わたる講演により、大気拡散、気孔通導性、土壌中の

拡散について、ガスの種類をまたいだ議論をすること
ができ、今後、農耕地の大気浄化機能の研究を進める
うえで有意義な研究会となりました。後援いただいた
（独）森林総合研究所、（独）国立環境研究所、Japan 
Flux、AsiaFlux、iLEAPS-Japanにお礼申し上げます。

（大気環境研究領域　米村 正一郎、宮田　明）

第28回気象環境研究会
生態系の微量ガス交換と大気浄化機能

NIAES トピックス
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八木コーディネータの講演 研究成果のパネル紹介
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　農環研では東京電力福島第一原発事故以降、農林

水産省の委託を受け、福島県とその周辺県における

「農地土壌の放射性物質濃度分布図」を作成してきま

した（農環研ニュースNo.93参照）。平成25年度につ

いても福島県の約340地点の農地土壌において放射

性セシウム濃度を測定し、その結果を取りまとめまし

た。また、前回調査（平成24年度）と同一地点における

放射性セシウム濃度を比較した結果、土壌中の放射

性セシウム濃度は、例えば、避難指示区域外の水田で

17%、避難指示区域外の畑で20%減少していることが

わかりました（この期間の物理的減衰による放射性セ

シウム濃度の減少率は11%）。これらの減少率と、前回

の調査における農地土壌の放射性物質濃度を乗じる

ことで、今回の調査地点以外の農地土壌の放射性セ

シウム濃度を推計して、平成25年11月における「農地

土壌の放射性物質濃度分布図」を作成しました。

　以上の内容は、平成26年10月に農林水産省より公

表されています（http://www.s.affrc.go.jp/docs/

press/141017.htm）。この「農地土壌の放射性物質

濃度分布図」は、福島県全体ばかりでなく市町村別の

地図もありますので、農地の除染や現場での栽培管

理対策へも活用いただけるものと期待しています。な

お、今後も引き続き、農地土壌の放射性セシウム濃度

の推移を把握するための調査を進めていきます。

（農業環境インベントリーセンター　神山 和則）

平成25年度における農地土壌の放射性物質濃度分布を公開

第20回世界土壌科学会議　日本巡検にて（栃木県日光市）

福島県の農地土壌の放射性物質濃度分布図
(平成25年度11月19日に値に補正）
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